
「低所得子育て世帯給付金」再支給法案（通称）について 

 
○ 緊急性が高い物価高騰対策として、低所得子育て世帯給付金（子ども１人、５万

円）を再支給すべきである。 

○ 異次元の少子化対策、子ども・子育て予算の倍増が議論される中、食料品や公共

料金をはじめとする物価高騰等により、低所得の子育て世帯の暮らしは、ますます

苦しくなっている。 

○ 昨年１年間の生鮮食品の物価上昇率は8.1％となっており、こうした値上げが子

育て世帯の家計にとって大きな負担となっている。これに加え、過去３年にわたる

コロナ禍の影響も子育て世帯を困窮させている。 

○ 令和４年４月、政府は、物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援として、低

所得の子育て世帯に対し、児童一人当たり５万円の特別給付金を支給することを決

定し、給付金は順次支給されたが、その後は支給されていない。 

○ 昨年11月に支援者団体が子どものいる困窮家庭を対象に実施した調査によると、

ほぼ100％の家庭が物価高で家計が厳しくなったと回答しており、既に子どもの成

長に悪い影響が出ているという回答は約半数に達している。 

○ このように、低所得の子育て世帯の生活は深刻な状況にあり、支援者団体からは、

貧困が原因と思われる子どもの自殺も発生しており、このままでは、絶望して命を

断つ子どもや親が増えかねないと指摘されている。 

○ ついては、緊急性が高い物価高騰対策として、政府が昨年４月に支給を決定した

「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金」と同内容の給付金

を再支給する法律案を提出し、速やかに成立させる必要がある。本法律案により、

４月末までに約378万人の子ども、約234万世帯の子育て世帯に給付金が支給される

ことになる（財源は、残高５兆円の新型コロナ・物価高騰対策予備費を活用）。 

 

【参考】政府が令和４年４月に支給を決定した 

「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金」の概要 
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